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運営、経営、維持、使用、享有及び売却その他の処分だけでなく、投資財産の設立段階（設

立、取得、拡張）を対象としており（第１条(f)）、本協定は、これらに関して相手国側の

投資家及びその投資財産に対して内国民待遇・最恵国待遇を与える（第２条、第３条）、い

わゆる「自由化型」の投資協定となっている。 

 また、締約国は、他方の締約国又は第三国の投資家の投資活動に関して、その自由な投

資活動を妨げる特定措置の履行要求（パフォーマンス要求）を禁止することが規定されて

いる（第６条）。具体的には、①物品・サービスの輸出、②原材料調達、③物品・サービス

現地調達、④輸出入の均衡、⑤国内販売制限、⑥輸出制限、⑦特定国籍の役員任命、⑧ロ

イヤルティ規制、⑨技術移転、⑩事業本部の設置、⑪自国民の雇用、⑫研究開発の達成、

⑬独占的な供給についての要求を課し、又は強制することができない。 

 上記の内国民待遇・最恵国待遇、パフォーマンス要求の禁止についての自由化義務を確

認する形式として、本協定ではネガティブリスト方式を採用し、例外としてリストに列挙

された分野以外はすべて、これらの自由化義務を遵守する必要がある。アンゴラ側におい

て、自由化義務に適合しない措置として採用し、維持できるとして列挙された例外分野は、

内国民待遇の義務について武器産業、基礎的な衛生サービス、配水業、郵便サービス、電

気通信業、石油及びガス分野、電力業、観光業、鉄道業、補助金（最恵国待遇も含む）で

ある（第７条２、附属書Ⅱ）。他方、協定の発効時に採用されている措置で、それを維持す

ることは認められるが、それ以上に協定に適合しない方向に変更できない現状維持義務（ラ

チェット義務）として列挙された例外分野は、内国民待遇の義務について金融サービス、

鉱業、不動産、漁業（最恵国待遇も含む）、港湾運輸サービス、航空運送サービスであり、

パフォーマンス要求の禁止の義務について石油及びガス分野、航空運送サービスである（第

７条１、附属書Ⅰ）。なお、日本側のネガティブリストも同様に作成されている。 

 その他に投資協定を構成する主要な規定である公正衡平待遇（第４条）、収用及び補償

（第12条）、争乱からの保護（第13条）、資金移転の自由（第15条）等が盛り込まれている。

また、透明性（第８条）、腐敗防止努力義務（第10条）等の投資の円滑化を促す規定が置か

れた。 

 

（２）紛争解決手続 

 紛争解決については、国家対国家の仲裁手続としての両締約国間の規定（第23条）に加

え、投資受入国と投資家による紛争解決手続（ＩＳＤＳ条項、第24条）が設けられている。

本協定には、投資受入国が投資家との間で結んだ契約で引き受けた義務を投資協定上の義

務とするアンブレラ条項は含まれていないが、ＩＳＤＳ条項の対象として、協定の投資の

規定に基づく義務違反だけでなく、投資に関する合意について違反したことも仲裁に付託

できることとしている（第24条２）。 

（ 寺林
てらばやし

 裕介
ゆうすけ

・外交防衛委員会調査室） 
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日・ギリシャ租税条約 

 
 

１．租税条約の概要 

租税条約とは、企業等による国際経済活動について、国家間の税制の違いにより生じる

二重課税や脱税・租税回避行為に対処し、自国の正当な課税権を確保することを目的に締

結される国際約束である。 

日本は2024年３月１日現在、86件（155か国・地域に適用）の租税条約等を締結している。 

日本の租税条約は、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の「モデル租税条約」を基礎として

おり、規定される内容はおおむね共通している。具体的には、二重課税を除去するため、

①投資先国（源泉地国）が課税できる所得（事業利得や投資所得（配当、利子及び使用料））

の範囲や限度税率（課税の上限）を確定する規定、②条約の規定に適合しない課税をめぐ

る紛争解決のため、税務当局間の合意に基づいた相互協議手続・仲裁手続等を定めている。

また、脱税・租税回避行為を防止するため、①税務当局間において租税に関する情報交換

を行う規定、②相手国の租税債権の徴収を相互に支援する規定（徴収共助）、③租税条約の

特典（免税等）の濫用を防止する規定等が設けられている。 

 

２．日・ギリシャ租税条約の概要 

（１）ギリシャの概況と署名の背景 

地中海における海運交通の要衝であるギリシャは、地理的にバルカン半島、中東、北ア

フリカと深い関係を有しており、海運業や観光業を主要な産業としている。 

ギリシャでは、2009年に信用不安から経済危機が発生したが、欧州連合（ＥＵ）からの

財政支援や国内の構造改革等を通じ、財政の健全化が図られてきた。こうした中、経済回

復を見据え、ギリシャが積極的に進めてきた政策が、外国からの投資の呼び込みである。

特に、一帯一路構想を進める中国に対しては、ギリシャのピレウス港の運営権を中国企業

に売却するなど、経済的に依存する傾向を強めていた。ギリシャはＥＵ諸国の中でも依然

として中国との良好な関係を保っており、2022年８月３日のギリシャと中国の外相会談で

は、ギリシャ側から今後も中国からの投資を歓迎する意向が示されている1。 

しかし、近年は、中国依存の脱却を図るＥＵ諸国と足並みをそろえる姿勢を見せている。

2020年には、ギリシャのミツォタキス首相が、高速通信網「５Ｇ」の整備をめぐり、中国

の通信機器大手である華為技術（ファーウェイ）を締め出すと明言した2。同首相は、2023

年の経団連との懇談会において、中国からギリシャへの関心が薄れていることについて言

及した上で、現在ギリシャはインド太平洋地域との経済関係の発展を図っているとし、日

 
1 共同通信社編『世界年鑑 2023』（共同通信社、2023）412 頁 
2 「欧州、対中依存から『脱リスク』」『朝日新聞』（2023.10.18） 
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本からの投資拡大に期待を示した3。 

日本との関係においては、2023年１月30日の日・ギリシャ首脳会談で「戦略的パートナー

シップに関する日・ギリシャ首脳共同声明」が発出された。同声明では、海運業の振興を

最優先とする一方で、技術革新、エネルギー、観光、医薬の分野における二国間投資・貿

易を促進する意思が再確認された。中でもギリシャは、ロシアによるウクライナ侵略以降

エネルギー源の多様化を図っており、日本に対しても累次エネルギー分野への投資を呼び

かけている。 

2023年現在、商社、船舶関連会社等37社の日系企業がギリシャに進出している。日本と

しては、ギリシャの結ぶ租税条約が、日本を除くＧ７諸国、中国、韓国等約55か国・地域

との間で発効済みである中、ギリシャとの投資・経済交流を促進するため、両国間で租税

条約を早期に締結し、課税範囲や限度税率についての法的安定性や予見可能性を高める必

要があった。こうした状況を踏まえ、日・ギリシャ両国政府は2019年５月に政府間交渉を

開始し、2023年１月の実質合意後、同年11月１日、日・ギリシャ租税条約に署名した。 

 

（２）日・ギリシャ租税条約の主な内容 

 日・ギリシャ租税条約は、おおむねモデル租税条約の内容に沿ったものとなっている（表

を参照）が、船舶の運用により取得する利得について、例外的な規定を設けている。モデ

ル租税条約においては、運用する企業の居住地国においてのみ課税を許容することとして

いるが、日・ギリシャ租税条約においては、居住地国による課税を原則としつつも、船舶

が居住地国ではない方の締約国に登録されている場合には、その登録国においても課税を

許容することとしている。これは、海運大国であるギリシャの事情を踏まえたものである。 

 

表 モデル租税条約と日・ギリシャ租税条約の主な内容の比較 

（出所）外務省資料、財務省資料及びＯＥＣＤのホームページを基に筆者作成 

（西
にし

 あかね・外交防衛委員会調査室） 

 
3 「ミツォタキス・ギリシャ首相一行との懇談会を開催」『週刊経団連タイムス』No.3580（2023.2.23）<http

s://www.keidanren.or.jp/journal/times/2023/0223_01.html>（2024.3.28 最終アクセス）  


